
1

業界のタイムリーな情報をお手元に

●

編集・発行／公益社団法人 福岡県ビルメンテナンス協会   
　　　　　　〒812-0011   福岡市博多区博多駅前 1丁目 15 番 12 号  TEL.（092）481-0431　FAX.（092）481-0432   http://www.fukuoka-bma.jp

2025 年度（第 31回）都市ビル環境の日
第18回「子ども絵画コンクール」優秀賞作品
『みんなで町のおそうじ大さくせん！』

安田 結咲さん（竹末小学校 4年）

手前に堂山、沖に洞山と2つの岩地が連なった島で、満潮時には離れた2つの島でした。現在は地続きとなって
おり、総称で洞山 (どうやま)呼ばれています。沖の洞山には、高さ10ｍ、幅 12ｍ、奥行 30ｍの洞穴があり、こ
の洞穴はその昔、神功皇后が戦いに行く途中、芦屋に立ち寄り、必勝を誓って矢を射ると、矢は小島を貫通し、そ
の穴が大きくなって洞穴になったという昔話があります。

芦屋洞山 遠賀郡芦屋町山鹿(柏原漁港岸)
：たかちゃん　

表紙の写真



2

全国ビルメンテナンス協会

厚生労働省「ものづくりマイスター制度」の概要
（2026年度版）

【目的】

【制度の推進組織】

各都道府県ビルメンテナンス協会へ認定推進のお願い

▶高度な技能をもった「ものづくりマイスター」による技能継承と後継者育成を目的
▶「ものづくりマイスター」が中小企業・業界団体、工業高校等の教育訓練機関の若年者に実技指導を実施
▶製造業・建設業・IT分野を中心に推進されてきたが、2025年度に「ビルクリーニング」をはじめサービス業も
　追加に

▶中央技能振興センター（以下、センター）は、ものづくりマイスターの認定・登録の管理・運営を行う。
▶地域技能振興コーナー（以下、コーナー）は、ものづくりマイスターの募集・申請書類の確認・センターへの
　取次ぎ及び結果通知・認定証交付・派遣コーディネートを行う。
▶厚生労働省より、全国ビルメンテナンス協会にものづくりマイスターの掘り起こし等への協力依頼

認定申請手続きの流れ
①申請書類等の配付 ③申請書類の確認・提出

⑤申請書類の審査・認定※申請職種・要件・申請書の記述等の具体的な相談など

⑨ものづくりマイスターの登録

②申請書類の提出

⑩指導技法等講習

⑧結果通知
　（認定証）

⑦結果通知
　（認定証）

④諮問 ⑥審査結果

中央技能振興センター
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ものづくりマイスターの認定基準と要件
▶１級・単一等級のビルクリーニング技能士
▶ビルクリーニングの実務経験15年以上
▶継続的な実技指導経験（概ね１週間以上の継続的な指
　導が複数回あること）
⇒職業訓練指導員免許保持者（認定対象職種に対応する
　職業訓練科）は免除になる場合があります。
▶技能継承・育成に積極的な意思と能力
▶企業等に所属している場合は、代表者または所属長、
　企業等に所属していない場合は、第三者の推薦が必要
⇒いずれも、二親等以内の親族関係にある者及び個人名
　のみの推薦を除く。

▶プロフィール・指導内容等の公表が可能
▶技能検定委員も、ものづくりマイスターの認定を受ける
　ことができますが、技能検定対策の実技指導をすること
　はできません。

企業に所属していない場合は、都道府県ビルメンテナンス協会、あるいは
全国ビルメンテナンス協会の代表者による推薦をお願いします。

申請から認定、派遣指導までの流れ

厚生労働省ものづくりマイスター

・認定委員会は年3回開催されます。
・申請受付のスケジュール、
　認定要件の詳細はコーナーへ
　お問い合わせください。
・認定の結果は、コーナーから
　お知らせします。

★第２回
　申請書受付期間 2026年7月 6 日（月）～ 7  月17日（金）
★第３回
　申請書受付期間 2026年9月14日（月）～ 9  月30日（水）
★第4回
　申請書受付期間 2026年12月7日（月）～ 12月18日（金）

申請の相談
申請書提出

認定結果
通知

指導技法等
講習受講

指導実施
報告等

コーナー
から

指導依頼
相談

事前
打ち合わせ
教材作成
準備等

申請者

認定結果

都道府県 地域技能振興コーナー（全国47か所）

中央技能振興センター
ものづくりマイスター
認定委員会
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< 地域技能振興コーナー>
 https://waza.mhlw.go.jp/monodukuri/corner/

岐阜県 509-0109 058-379-0521

静岡県 424-0881 054-344-0202

山梨県 400-0055 055-243-4916

長野県 380-0836 026-234-9080

石川県 920-0862 076-254-6487

福井県 910-0003 0776-27-6360

新潟県 950-0965 新潟市中央区新光町15-2新潟県公社総合ビル4F

金沢市芳斉1-15-15
石川県職業能力開発プラザ3F

富山市安住町7-18
安住町第一生命ビル3F

福井市松本3-16-10
福井県職員会館ビル内
甲府市大津町2130-2
県立中小企業人材開発センター内
長野市大字南長野南県町688-2
長野県婦人会館3F

静岡市清水区楠160
静岡県立工科短期大学校　静岡キャンパス内

各務原市テクノプラザ1-18
テクノプラザものづくり支援センター第2別館

025-283-2155

富山県 930-0094 076-432-8870

東京都 102-8113 03-6631-6056

神奈川県 231-0026 045-319-4841

埼玉県 330-0074 048-814-0011

千葉県 261-0026 043-296-7860

栃木県 320-0032 028-612-3830

群馬県 372-0801 伊勢崎市宮子町1211-1 0270-23-7761

福島県 960-8043 024-522-3677

茨城県 310-0005 029-221-8647

秋田県 010-1601 018-874-7135

023-645-3131山形県 990-2473

岩手県 028-3615 019-613-4622

宮城県 981-0916 022-727-5380

北海道

都道府県 〒 所在地 TEL

003-0005 011-825-2387

青森県 030-0122 017-738-5561

秋田市向浜1-2-1 秋田県立秋田技術専門校
職業訓練センター内 秋田県職業能力開発協会内

青森市大字野尻字今田43-1 青森県立青森高等
技術専門校内 青森県職業能力開発協会内 

千葉市美浜区幕張西4-1-10
千葉県職業能力開発協会内

札幌市白石区東札幌5条1丁目1-2
北海道立職業能力開発支援センター内

紫波郡矢巾町南矢幅10-3-1
岩手県立産業技術短期大学校内

水戸市水府町864-4
茨城県職業人材育成センター内
宇都宮市昭和1-3-10
（県庁舎西別館）

横浜市中区寿町1-4
かながわ労働プラザ6F

千代田区飯田橋3-10-3
東京しごとセンター7F

さいたま市浦和区北浦和5-6-5
埼玉県浦和合同庁舎5f

福島市中町8-2 福島県自治会館5F
福島県職業能力開発協会内

山形市松栄2-2-1
山形県立山形職業能力開発専門校内3F

仙台市青葉区青葉町16-1

鹿児島県 892-0836 鹿児島市錦江町9-14 099-226-3240

沖縄県 900-0036 098-894-3231

大分県 870-1141 097-542-6441

宮崎県 889-2155 0985-55-3535

長崎県 851-2127 095-883-1671

熊本県 861-4108 096-289-5015

福岡県 813-0044 福岡市東区千早5-3-1福岡人材開発センター2F

西彼杵郡長与町高田郷547-21
技能・技術向上支援センター内
熊本市南区幸田1-4-1
熊本県立高等技術専門校内
大分市大字下宗方字古川1035-1
大分職業訓練センター内
宮崎市学園木花台西2-4-3
宮崎県技能検定センター内

那覇市西3-14-1
那覇地域職業訓練センター内

092-681-2110

佐賀県 840-0814 佐賀市成章町1-15 0952-24-6667

愛媛県 791-8057 松山市大可賀2-1-28 アイテムえひめ内 089-961-4077

高知県 781-5101 088-846-2303

徳島県 770-8006 徳島市新浜町1-1-7 088-662-1974

香川県 761-8031 087-882-2910

広島県 730-0052 082-245-4020

山口県 753-0051 山口市旭通り2-9-19 山口建設ビル3F 083-922-8646

島根県 690-0048 松江市西嫁島1-4-5 SPビル2F 0852-61-0051

岡山県 700-0812 086-225-1580

和歌山県 640-8272 073-499-6484

0857-30-0708鳥取県 680-0845 鳥取市富安2丁目159 久本ビル5F

兵庫県 650-0011 078-599-9134

奈良県 631-0824 0742-52-4122

京都府 612-8416 075-642-5074

大阪府 550-0011 06-4394-7833

三重県 514-0006 津市広明町112-5 第3いけだビル4F（一社）三重県技能士会内 三重県技能振興コーナー

高松市郷東町587-1 地域職業訓練センター内
（香川県職業能力開発協会内）

059-225-1817

愛知県 451-0062 名古屋市西区花の木1-4-4 メゾン花の木2F 201号室

京都市伏見区竹田流池町121-3
京都府立京都高等技術専門校内
大阪市西区阿波座2-1-1
CAMCO西本町ビル6F
神戸市中央区下山手通6-3-28
兵庫県中央労働センター3F
奈良市西大寺南町8番33号
奈良県商工会議所会館3F
和歌山市砂山南3-3-38
和歌山技能センター内

岡山市北区出石町1-2-11
イマージュ・シャトー2F
広島市中区千田町3-7-47
広島県情報プラザ5F

高知市布師田3992-4
高知県立地域職業訓練センター内

052-524-2075

滋賀県 520-0865 大津市南郷5-2-14 077-537-1213

各都道府県ビルメンテナンス協会へのお願い

厚生労働省

マイスター派遣依頼元

中央職業能力開発協会
（JAVADA）

【中央技能振興センター】
全国

ビルメンテナンス協会
連携

連携

候補者

47都道府県
ビルメンテナンス協会

ものづくりマイスターの認定

ものづくりマイスターの申請受付
ものづくりマイスターの派遣

申請書提出

個人で申請書提出

協会が代理提出

お問い合わせ先

47都道府県
【地域技能振興コーナー】
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カスタマーハラスメント対策の義務化【改正労働施策総合推進法・指針の内容】

職場における「カスタマーハラスメント」とは、職場において行われる
①顧客等の言動であって、
②その雇用する労働者が従事する業務の性質、その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲
　を超えたものにより、
③労働者の就業環境が害されるもの
であり、①～③の要素を全て満たすものをいいます。
※電話やＳＮＳ等のインターネット上において行われるものも含まれます。

①顧客等とは、顧客、取引の相手方、施設（駅、空港、病院、学校、福祉施設、公共施設等）の利用者
　その他の当該事業主の行う事業に関係を有する者を指します。
　（今後、商品の購入やサービスの利用等をする可能性がある者も含みます）
②社会通念上許容される範囲を超えた言動の例

【言動の内容が社会通念上許容される範囲を超えるもの】
・そもそも要求に理由がない又は商品・サービス等と全く
　関係のない要求
・契約等により想定しているサービスを著しく超える要求
・対応が著しく困難な又は対応が不可能な要求
・不当な損害賠償要求

【手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるもの】
・身体的な攻撃（暴行、傷害等）
・精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土下
　座の強要等）
・威圧的な言動
・継続的、執拗な言動
・拘束的な言動（不退去、居座り、監禁）

カスタマーハラスメントの防止のために講ずべき措置

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。
（太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです）

◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
①カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、労働者を保護する旨の方針を明確化し
　労働者に周知・啓発する。
②カスタマーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた対処の内容（※）を、労働者に周知する。
（※）管理監督者にその場の対応の方針について指示を仰ぐ、可能な限り労働者を一人で対応させない、
　　犯罪に該当し得る言動は警察へ通報する、本社・本部等へ情報共有を行い指示を仰ぐ　等

◆相談体制の整備
③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知する。
④相談窓口担当者が、適切に対応できるように
　する。

◆事後の迅速かつ適切な対応
⑤事実関係を迅速かつ正確に確認する.。
⑥被害者に対する配慮のための措置を行う。
⑦再発防止に向けた措置を講ずる。

◆対応の実効性を確保するために必要な
　カスタマーハラスメントの抑止のための措置
⑧特に悪質と考えられるカスタマーハラスメントへの
　対処の方針をあらかじめ定め、労働者に周知し、当該
　対処を行うことができる体制を整備する。

◆そのほか併せて講ずべき措置
⑨相談者等のプライバシーを保護するために
　必要な措置を講じ、労働者に周知する。
⑩相談したこと等を理由として不利益な取扱いを
　されない旨を定め、労働者に周知・啓発する。

※対策を講ずる際には、消費者の権利や障害者差別解消法における、障がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁止や合
　理的配慮の提供義務に留意する必要があります。
※その他、自社の労働者が取引先等の他社の労働者に対してカスタマーハラスメントを行った場合、その取引先等の事業主
　から事実確認等の措置の実施に関して必要な協力を求められた際は、これに応じるよう努めなければなりません。

令和8年10月1日からハラスメント対策が強化されます！
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求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の義務化
【改正男女雇用機会均等法・指針の内容】

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの防止のために講ずべき措置

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。
（太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです）

求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは、
事業主が雇用する労働者による「性的な言動」により求職者等による求職活動等が阻害され
るものをいいます。

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの例

【求職者等とは】
　■ 求職者（企業の求人に応募する者）
　■ 求職者以外の者であって、
　　・事業主の実施する労働者の採用に資する活動に参加する者や、
　　・教育実習、看護実習その他の実習を受ける者
【求職活動等とは】
　求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活動を指し、
　例えば以下のものが含まれます。なお、SNS等のオンラインを介したものやオンライン
　上で行われるものも含まれます。
（例）企業の採用面接への参加、企業の就職説明会への参加、企業の雇用する労働者へ
　　の訪問、インターンシップへの参加、教育実習、看護実習等の実習の受講

・インターンシップにおいて、労働者が求職者等に対して性的な冗談やからかいを意図的かつ
　継続的に行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手につかな
　いこと
・求職者等が労働者への訪問を行った際、当該労働者に性的な関係を求められ、当該求職者等
　が苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること

◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
①求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行って
 　はならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発
　する。
②求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行った
　者については、厳正に対処する旨の方針及び対処の
　内容を、労働者に周知・啓発する。
③求職活動等に関するルール（※）をあらかじめ明確化
　し、労働者及び求職者等に周知・啓発する。

◆相談体制の整備
④相談窓口をあらかじめ定め、求職者に
　周知する。
⑤相談窓口担当者が、適切に対応できる
　ようにする。

◆そのほか併せて講ずべき措置
⑩相談者等のプライバシーを保護するた
　めに必要な措置を講じ、労働者及び求
　職者等に周知する。
⑪労働者が事実関係の確認等の事業主
　の措置に協力したこと等を理由として、
　解雇その他不利益な取扱いをされない
　旨を定め、労働者に周知・啓発する。

◆事後の迅速かつ適切な対応
⑥事実関係を迅速かつ正確に確認する。
⑦被害者に対する配慮のための措置を行う。
⑧行為者に対する措置を適正に行う。
⑨再発防止に向けた措置を講ずる。

※ 例えば、面談時間及び場所の指定、実施体制、やり取りに
     用いるSNSの種類の指定等、面談等を行う際の規則など

お近くの都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 受付時間8時30分～17時15分
（土・日・祝日・年末年始を除く）お問い合わせ先　
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令和７年度補正予算
福岡県中小企業脱炭素化緊急支援事業補助金
（屋根置き型太陽光発電設備等の導入支援）

県内中小企業等における脱炭素化、エネルギーコスト削減の取り組みを支援するため、屋根置き
型太陽光発電設備などの導入費用を補助します。

令和８年４月15日～令和８年11月27日
※上記の受付期間内であっても、申請額が予算額に到達したときは、公募受付を終了します。

※「2.省エネルギー設備」「3.蓄電池」は、「1.再生可能エネルギー設備」と同時に導入される場合に限り補助対象となります。

※補助金交付決定以前に着手した工事等に係る経費は補助対象外です。

本補助金は、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用して実施します。

①県内事業者であり、中小企業者等であること
②次のいずれかの条件を満たしていること。
　・ 県事業（福岡県脱炭素経営はじめの一歩。応援プログラム）において、温室効果ガス排出量の削減
　　目標を設定済みであること。
　・ SBT認定（中小企業版を含む）を取得済みであること。
③補助金で導入する設備を設置する事業所が、県内事業所であること。
④補助金交付申請時に、エコ事業所に登録されていること。
⑤他にも条件がありますので、詳細は公募ホームページにある交付要綱・申請の手引き等をご確認くだ
　さい。

◉補助金制度について
福岡県 環境部 脱炭素社会推進課 地域脱炭素推進係
メール：chikyu@pref.fukuoka.lg.jp
電話：092-643-3356
https://www.ecofukuoka.jp/center/8188.html

◉申請について
福岡県地球温暖化防止活動推進センター
（一般財団法人九州環境管理協会内）
電話相談受付時間 9：00～12：00、13：00～17：00 （土日祝日を除く）
メール：fccca@keea.or.jp 　TEL：092-674-2360

▶https://www.ecofukuoka.jp/center/8188.html

1 補助申請期間

2 補助対象者

3 補助対象事業等

4 補助対象経費

5 補助の流れ

お問い合わせ先

■公募ホームページ

交
付
申
請

審
査

交
付
決
定

事
業
実
施

（
設
備
整
備
）

実
績
報
告

成
果
報
告

（
２
年
間
）

補
助
金
額
の

確
定
・
支
払
い

1.再生可能エネルギー設備
（2）高効率空調機器
（3）高効率給湯機器
（4）コージェネレーションシステム

（1）屋根置き型太陽光発電設備
　　（10～50kw未満

５万円/ｋＷ（補助対象経費が５万円/ｋＷを下回る
場合は、補助対象経費の額）

補助対象経費の３分の１以内（補助対象となるのは
同一年度に一設備のみ）

事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入並びに購入物の運搬、調整、据付け等に要する経費

事業の実施に不可欠な工事に要する経費

補助対象経費の３分の１以内（補助対象経費の
上限額は16.0万円/ｋＷｈ）（5）蓄電池（20kwh以上）

2.省エネルギー設備

3.蓄電池

設備費

工事費

250万円

100万円

533万円

補助対象事業

区分 内　容

補助対象設備 補助率等 補助上限
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よろず支援拠点

生産性向上支援センター

人手不足の中小企業・小規模事業者の皆さまへ

こんな悩みを一人で抱えていませんか?

生産性向上支援センターは、中小企業等の皆さまに寄り添い

質問・相談・予約は、
お近くの「よろず支援拠点 生産性向上支援センター」まで気軽にお問い合わせください。

https://yorozu.smrj.go/jp/base/ https://yorozu.smrj.go/jp/recruit/

お近くの拠点を センターで働きたい方はこちら
サポーター公募情報

よろず支援拠点一覧

「今の現場に合った」次の一歩を一緒に考えます。

中小企業等の生産性向上を徹底的に伴走!
国が「よろず支援拠点」内で実施する無料の支援です。

2026年4月開設

「残業が減らず、人が定着しない…」
「本当は見直したいが、手作業が当たり前になっている…」
「忙しさに追われ、改善に手をつけられない…」

1 生産性向上の
プロが支援

生産性向上に関する知識・経験
の豊富な「プロ」が、「今の現場
に合った」次の一歩を一緒に考
えます。

2 無料・複数回の
現場訪問

3 補助金活用にも
メリット

センターの支援を受けることに
より、省力化投資補助金（一般
型）の採択審査において加点が
受けられます。（予定）

「相談にいく時間がない」、そん
な場合でもご安心ください。サ
ポーターが何度でも、無料で現
場に伺います。

調べる

※「複数回」の支援は、合計10回程度を想定しています。
※省力化投資補助金（一般型）の採択審査における加点措置については、2026年夏頃以降の公募回から実施予定です。
※本事業は、令和8年度当初予算案に基づくものであり、本事業の実施は当該予算案の可決・成立が前提となっています。今後の国会審議次第では
　事業内容等が変更される場合があります。予めご了承ください。（2026年3月時点）
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6 月

お忘れなく
毎月10日は「災害発生報告書」提出締切日です。

毎週金曜日は知事登録業務相談窓口開設日です。
（申し込みは、該当週の水曜日まで）

 ＜令和 7 年度 3 月分＞

区分 墜落
転落 転倒 激突 飛来

落下 倒壊
合計

有害物質 感電 交通事故 針刺し その他

激突され 挟まれ
巻き込まれ

切れ
こすれ

動作の
反動等

人

区分

人

区分 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 合計60～64歳 65歳以上

人

区分 休業なし 3日以内 4日以上 15日以上 31日以上 合計91日以上 死亡

人

■休業日数

■年齢階級別死傷者数

■事故の型別

労働福祉委員会調査
 ※（　）内は前年同月の状況

見たつもり　聞いたつもりが　事故になる安全標語優秀作品
佳作 　平田　侑也

令和7年度

安全
第一労働災害発生状況

株式会社 善光 

　令和８年春の叙勲の受章式が風薫る５月 13 日に行われ、当協会 12 代会長
の金子 誠氏が旭日小綬章の栄誉に浴されました。
　当日、厚生労働大臣からの伝達による伝達式に臨まれたあと皇居に参内さ
れ、陛下に拝謁の栄を受けられました。永年に亘る業界への貢献度が高く、建
築物環境衛生事業に尽力された功績が特に顕著であると認められたもので、
心よりお慶び申し上げます。

株式会社 朝日ビルメンテナンス 代表取締役社長  金子　誠
  旭日小綬章受章

木4 貯水槽清掃作業従事者研修（久留米）
於：久留米ビジネスプラザ

水17 貯水槽清掃作業従事者研修（北九州）
於：パークサイドビル

金26 貯水槽清掃作業従事者研修（福岡）
於：福岡県自治会館

月22 14:30～第186回理事会
於：県協会会議室

会員に関する各種変更のお知らせ

代表者
令和 8 年 4 月 23 日

株式会社 内外美装

■変 更 日
■変更事項

代表取締役　土谷　秀幸
代表取締役　河村　隆一　

【新】 
【旧】

10（10）

（1） （1）

2（3） 1 （2） 2

5（2） 4（2）1 2（1）
27（22）

27（22）9（3）3（1） 2（4）1（2） 1（1） 11（11）

27（22）4（3） 4（4） 7（4） 19（8） 2（3）

 清掃作業従事者研修会
（集合教育）〔基礎コースⅠ〕

＜研修目的＞
　この研修は、厚生労働大臣登録従事者研修実施団
体としての「清掃作業従事者研修実施要領」に基づ
き、福岡県保健医療介護部生活衛生課の御指導・御
協力を得て、事業登録を行っている事業所の従事者
に対して集合教育を実施するものです。
■北九州会場
　・開催日時　令和8年7月2日（木）
　・会　　場　北九州パレス
■福岡会場
　・開催日時　令和８年7月24日（金）
　・会　　場　サワラピア（福岡県立ももち文化センター）
＊申込受付期間は、当協会のホームページで
　ご確認ください。

研修会のお知らせ
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